
  

 

令和６年度事業計画書、収支予算書 
頁 

１．令和６年度事業計画                                      59 

２．令和６年度収支予算書                                    64 

 

 

 

 

会費及び特別賦課金、役員報酬額、 

資金の預入先 
頁 

１．令和６年度会費及び特別賦課金の徴収について              68 

２．令和６年度理事及び監事の年報酬支給について              70 

３．令和６年度における資金運用預金の預入先決定について      70 

57



58



 

  

令和６年度 事業計画書 

（第 12 年度(通算 44 年度)） 

（令和６年５月１日から令和７年４月 30日まで） 

 

１．さけ増殖事業の方針 

本県のさけ・ます増殖事業は、国・県の支援及び試験研究機関の技術指導を受けるな

ど、業界と行政が一体となって推進してきた。 

さけは、漁業、水産加工業、流通業の主要魚種として、重要な産業資源であるが、近

年の海洋環境の変化等により、震災以降極端な不漁が続いている。 

当協会では令和４年度に県の助言を得て「さけふ化場再編マスタープラン」を作成し、

ふ化場の集約化と効率的なふ化放流体制により、資源の回復を図るため、次の対策を講

じることとしている。 

・種卵確保対策：そ上親魚、海産親魚の最大限の活用、他道県からの種卵移入に努める。 

・育成放流対策：稚魚大型化と適期放流に努める。 

・ふ化場の運営：拠点ふ化場への種卵集約、地域ふ化場での稚魚飼育、各河川放流。 

・資源回復の検証：健苗育成と大型稚魚の回帰状況把握など、効果的放流手法検証。 

令和６年度も回帰資源量の減少が予測されるが、国・県の支援を受け、また、他道県

からの種卵確保に努め、大型で強靭な稚魚の育成、適期放流など、持続可能なふ化放流

体制の構築に向けて、さけふ化場の再編、経営の健全化と回帰資源の増大に取り組んで

いく。 
 

２．主要事業の推進項目 

本年度は、次の主要事業を中核としたさけ増殖事業を推進する。 

(1) サケふ化場の再編を推進 

(2) 資源の造成及び放流への支援 

(3) 種卵・飼料購入への支援 

(4) 河川親魚・海産親魚等による種卵確保 

(5) 増殖技術の普及指導（技術研修会の開催、関係機関及び職員による技術指導） 

(6) 調査研究、増殖資料等の整備（年齢査定、技術試験、統計資料作成） 
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３．主要事業計画 

(1) サケふ化場の再編の推進 

 サケふ化場再編マスタープランに基づき、継続して実施する。 
 

(2) 資源造成・放流支援 

① 種苗放流数 （加えて他道県からの種卵移入分 10,000 千尾程度を別途見込む。） 

 

 

 

 

② 放流区分 （単位：千尾） 

 

 

 

 

③ 購入放流尾数・購入予定額〔資源回復緊急支援事業〕 

 

 

 

 

 

④ 効率的放流体制への転換〔さけ・ます放流体制緊急転換事業〕 

 

 

 
 

(3) 種卵・飼料等購入支援 

① さけ増殖資材緊急開発事業 

区  分 数  量 金 額 （千円） 備  考 

改良餌導入 
 
 
 

フィードオイル添加
1,600 袋 
ハーブ成分添加 
3,860 袋 

18,288 
 
 
 

補助率：国 1/2 
 
 

総事業費：36,583 千円 

総放流尾数 
 
（千尾） 

収容卵数 
 
（千粒） 

発眼卵数 
 
（千粒） 

発眼率 
 
（％） 

必要親魚尾数 

１尾卵数 
 （粒）

♀必要尾数 
（尾）

♂必要尾数 
（尾）

75,000 85,000 76,500 90 2,500 34,000 10,200 

総放流尾数 うち河川放流 
うち海中飼育

放流 
うち放流体制  
転換調査放流 

備 考 

75,000 71,600 0 3,400  

放流割合％ 96 0 4  

区  分 購入尾数 
（千尾） 

単価（円） 
購入額 

（千円） 
備 考 

河川放流（拠点） 71,600 2.8 200,480 国・県補助対象 

河川放流（地域） （27,000） 1.5 40,500 国・県補助対象 

放流体制転換 
調査放流 

3,400 3.2 10,880 国補助対象 

計 75,000  251,860 
他道県移入分追加購入費 

28,000 千円 

事業種目 試験放流群買上尾数 （千尾） 総事業費 （千円） 

増殖戦略実証調査費 
回帰親魚調査費 

３河川    3,400 23,663 
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② さけ稚魚大型化・強靭化支援事業 

区  分 数  量 金 額 （千円） 備  考 

県外種卵移入 
種卵消毒 
改良餌導入 
 
 
 

発眼卵 53,000 千粒 
消毒薬 77  
フィードオイル添加
1,100 袋 
ハーブ成分添加 
1,100 袋 

35,744 
152 

4,444 
 
 
 

補助率：県 1/3、増協１/3 
補助率：県 1/3 
補助率：県 1/3 
 
 

総事業費：67,410 千円 

 

(4) 河川親魚・海産親魚等による種卵確保 
  

区 分 積算内訳 事業費（千円） 

親魚確保経費 

海産親魚等による種卵確保経費 

0.575 億粒(不足卵数のうち環境要因分を除く)×1.8 円/粒

（親魚購入費等） 

103,500 

漁獲抑制対応経費 

垣網 2 割短縮による親魚確保経費 

H30 年 10 月 23～25 日の水揚実績 180,335 千円×垣網短

縮による水揚減少割合 0.2×補填率 0.8－親魚確保経費

3,482 千円＝25,371 千円 

25,371 

 

(5) 増殖技術の普及指導 

研修・検討会等の開催計画 

 

 

 

 
 
 

(6) 調査研究・増殖資料の整備及び情報提供 

① 捕獲・採卵実績の集計と情報提供 

河川親魚・海産親魚の捕獲・採卵実績の集計と情報提供。 
 

② 年齢組成及び耳石採取調査 

県水産技術センター及び国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産資源研究

所さけます部門資源増殖部による放流体制緊急転換事業を実施する３ふ化場で河

川別に採鱗による年齢組成調査並びに回帰親魚の耳石採取調査。 
 

③ ふ化場実態調査 

県水産技術センター及び国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産資源研究

所さけます部門資源増殖部・県内水面水産技術センターと共同連携して、稚魚の

成育・飼育管理の実態調査。 
 

名 称 時期 主要事項 対象範囲 

全体協議会 ６月 
ふ化放流事業の課題について 

種卵確保対策について 
技術部会員 

増殖技術検討会 ９月 ふ化放流事業の課題について 技術部会員・上席職員 

現地研修会 ９月 捕獲採卵・蓄養技術指導 担当者 

技術普及指導 随時 技師の巡回普及指導 担当者 
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④ 技術研究試験 

1) 卵管理手法試験 

2) 魚病・寄生虫防疫試験 

3) 放流前稚魚の海水適応能試験  
 

⑤ さけ資源関係資料の作成  

さけ増殖事業推進の基礎資料として、さけ・ますに関する統計資料の作成、捕

獲・採卵・漁獲統計表の作成、河川そ上さけの年齢査定結果とそ上実績の作成他

関係資料を作成する。 
 

(7) 技術部会の活動目標 

① 増殖技術の徹底 

1) 採卵重量及び卵重を計測して計画採卵数を把握すること。 

2) 給餌は、稚魚の重量を定期的に計測して効果的に充分与えること。 

3) 水量、ＤＯ、水温は常に把握すること。（基礎データの把握・蓄積） 

4) 浮上直後と放流稚魚は海水適応能試験を行うこと。（健苗性の判断） 

5) 稚魚は常に観察し、魚病、寄生虫から防疫すること。 
 

② 活動項目 

1) 捕獲・採卵から放流までの基礎技術の徹底・指導 

2) 捕獲・採卵実績の報告・把握 

3) 種卵・親魚の移殖調整協力 

4) 親魚の採鱗（年齢組成調査） 

5) 技術検討会の開催 
 

(8) その他主要事業項目 

① 種卵ウイルス性疾病の防疫対策の推進 

② 稚魚飼育餌料の供給斡旋 

③ 協力関係漁業団体支援 
 

４．秋さけ来遊予測及び受入賦課金見込額 
 

 単位 
６年度 
予測 

５年度 
実績 

差 備 考 

尾 数 (千尾) 210 29 181  

重 量 (トン) 630 87 543 3.0kg/尾 

単 価 (円) 1,111 1,407 △296 (金額を数量で単純割算) 

金 額 (百万円) 700 122 578 税抜 

受入賦課金 (百万円) 49 9 40 税抜水揚金額×７％ 
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５．稚魚購入放流尾数計画 

 

・令和６年度のさけ稚魚生産数の基本は、「さけ孵化場再編マスタープラン」に基づき 75,000 千尾と

するが他道県からの種卵の移入が欠かせない。 

・令和５年度は、他道県が提供可能な種卵を最大限導入したが、55,200 千尾の放流に留まった。 

・令和６年度も、回帰親魚不足が予想され、可能な限り他道県からの種卵供給を受けることが必要で

ある。供給量が一定量満たされた場合は、約 10,000 千尾程度の生産の上乗せを期待し、この分を当

初計画に計上する。 

 

国補助

放流体制

緊急転換

拠点・サブ拠

点ふ化場
地域ふ化場 拠点ふ化場

A B C D

洋野町他 有家川(小子内浜共同) 2,100 2,100

久慈川 久慈川 5,000 5,000

　久慈市  久慈市漁協

　野田村  野田村漁協

下安家 安家川 13,600 19,200 1,500

(小計) (20,700) (19,200) (7,100) (1,500)

普代村 普代川 2,100 2,100

田野畑村 明戸川 2,200 2,200

小本浜 小本川 2,200 6,500

摂待川 2,100 2,100

田老川 2,200 2,200

(小計) (10,800) (10,800) (4,300) (0)

閉伊川 2,200 2,200

津軽石川 12,000 17,000 1,500

重茂 重茂川 2,100 2,100

織笠川 2,200 2,200

(小計) (18,500) (17,000) (6,500) (1,500)

新おおつち 大槌川 2,100 2,100

釜石東部 鵜住居川 2,100 2,100

　萬漁業  萬漁業

釜石湾 甲子川 3,700 9,600 400

唐丹町 片岸川 2,100 2,100

(小計) (10,000) ( 9,600) (6,300) (400)

吉浜 吉浜川 2,100 2,100

　越喜来  越喜来漁協

　綾里  綾里川

盛川 盛川 5,700 5,700

広田湾 気仙川 7,200 15,000

(小計) (15,000) (15,000) (7,800) (0)

計① 75,000 71,600 32,000 3,400

合計： 71,600 3,400

※CはBの内数であること。

10,000 10,000 0

85,000 81,600 0

放　流　尾　数　　(千尾)

地区
実施

主体

放流河川・

放流海域

放流数

緊急回復支援事業（国・県補助）

県
南
部

県外移入卵等の追加調整分②※

総計（①+②）

漁獲量減少対応

県
北
部

県
央

宮古

北
部

田老町

南
部

三陸やまだ

県
中
南
部
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　　単位：千円

予算額 前年度予算額 差　異 備　考

Ⅰ

1 経常増減の部

　 (1) 経常収益

（事業会計）

① 事 業 活 動 収 入

　特別賦課金 49,000 49,000 0 賦課金

② 補 助 金 等 収 入

　国庫補助金 36,511 31,141 5,370 
放流体制緊急転換事業
増殖資材緊急開発事業

  県補助金 411,168 386,456 24,712 
緊急回復支援事業
稚魚大型強靱化事業

③ 雑 収 入

　受取利息 8 8 0 預金利息

（事業会計　計） ( 496,687) ( 466,605) ( 30,082)

（法人会計）

① 会 費 収 入

　 　会費賦課金 10,301 9,400 901 正会員会費賦課金

② 雑 収 入

　受取利息 5 5 0 預金利息

（法人会計　計） ( 10,306) ( 9,405) ( 901)

506,993 476,010 30,983 

(2) 経常費用

① 事業費計 475,241 455,032 20,209 

　資源造成支援費 259,829 270,181 △ 10,352 稚魚購入支援

　海産親魚購入支援費 103,500 103,680 △ 180 海産親魚購入支援

　漁獲抑制対応支援費 25,371 0 25,371 垣網短縮補償支援

　放流体制緊急転換事業費 23,663 23,581 82 放流体制緊急転換事業

　種卵移殖助成金 35,744 35,744 0 さけ稚魚大型強靱化等

　種卵消毒費助成金 152 152 0 さけ稚魚大型強靱化等

　飼料購入助成金 22,732 17,444 5,288 
増殖資材緊急開発事業
さけ稚魚大型強靱化等

　研修費 1,500 1,500 0 研修・検討会費

　指導費 250 250 0 ふ化場指導費

　調査実験費 500 500 0 年齢査定・実態調査費

　委託手数料 2,000 2,000 0 賦課金徴収委託費 市場3％ 漁協7％

令和６年度 収支予算書

１．収支予算書総括表（正味財産増減計算書）

（令和６年５月１日から令和７年４月30日まで）

　　科　　　　　目

一般正味財産増減の部

経常収益計

64



　　単位：千円

予算額 前年度予算額 差　異 備　考　　科　　　　　目

② 管理費計 33,328 31,677 1,651 

　人件費 18,988 18,469 519 役員報酬・給与手当・福利厚生費

　旅費交通費 3,000 3,000 0 業務出張旅費

　業務費 2,850 2,250 600 
会議費・通信運搬費・図書印刷費・消
耗備品費

　諸税負担金 4,210 4,210 0 公課金・負担金

　施設費 2,300 2,300 0 車輌経費・水道光熱費・賃借料・衛生費

　減価償却費 1,332 800 532 車両運搬具･ソフトウエア減価償却

　雑費 648 648 0 諸雑費

508,569 486,709 21,860 

　当期経常増減額 △ 1,576 △ 10,699 9,123 

2 経常外増減の部

(1) 経常外収益 ( 0) ( 0) ( 0)

(2) 経常外費用 ( 0) ( 0) ( 0)

　当期経常外増減額 0 0 0 

　当期一般正味財産増減額 △ 1,576 △ 10,699 9,123 

　一般正味財産期首残高 406,056 437,010 △ 30,954 

　一般正味財産期末残高 404,480 426,311 △ 21,831 

Ⅱ　投資活動収支の部指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0 

　指定正味財産期首残高 0 0 0 

　指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ　正味財産期末残高 404,480 426,311 △ 21,831 

経常費用計
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　　単位：千円

増殖特別会計 法人会計 合　計 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

1

(1) 経常収益

（事業会計）

① 事 業 活 動 収 入

　特別賦課金 49,000            49,000            賦課金

② 補 助 金 等 収 入

　国庫補助金 36,511            36,511            
放流体制緊急転換事業
増殖資材緊急開発事業

  県補助金 411,168          411,168          
緊急回復支援事業
稚魚大型強靭化事業等

③ 雑 収 入

　受取利息 8                   8                   預金利息

（事業会計　計） ( 496,687) (0) ( 496,687)

（法人会計）

① 会 費 収 入

　会費賦課金 10,301            10,301            正会員会費賦課金

② 雑 収 入

　受取利息 5                   5                   預金利息

（法人会計　計） (0) ( 10,306) ( 10,306)

　経常収益計 496,687          10,306           506,993          

(2) 経常費用

① 事業費計 475,241 475,241 

　資源造成支援費 259,829 259,829 稚魚購入支援

　海産親魚購入支援費 103,500 103,500 海産親魚購入支援

　漁獲抑制対応支援費 25,371 25,371 垣網短縮補償支援

　放流体制緊急転換事業費 23,663 23,663 放流体制緊急転換事業

　種卵移殖助成金 35,744 35,744 稚魚大型強靭化等

　種卵消毒費助成金 152 152 稚魚大型強靭化等

　飼料購入助成金 22,732 22,732
増殖資材緊急開発事業
稚魚大型強靭化等

　研修費 1,500 1,500 研修・検討会費

　指導費 250 250 ふ化場指導費

　調査実験費 500 500 年齢査定・実態調査費

　委託手数料 2,000 2,000 賦課金徴収委託費

② 管理費計 22,623 10,705 33,328 

（人件費） ( 14,578) ( 4,410) ( 18,988)

　　役員報酬 3,060              1,740              4,800              会長､専務､員外監事報酬

　　給与手当 8,541              1,550              10,091            給与・賞与・諸手当

　　福利厚生費 1,928              553                2,481              法定福利費・厚生費

　　職員退職給付費用 560                31                  591                退職給付積立金

　　役員退職慰労引当繰入額 489                536                1,025              

（旅費交通費） ( 2,000) ( 1,000) ( 3,000) 理事会、業務出張旅費

２．会計別収支予算書（正味財産増減計算書）

（令和６年５月１日から令和７年４月30日まで）

　　科　　　　　目

経常増減の部
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増殖特別会計 法人会計 合　計 備　考　　科　　　　　目

（業務費） ( 2,323) ( 527) ( 2,850)

　　会議費 240                60                  300                会議費

　　接待交際費 -                   50                  50                  慶弔費

　　啓蒙宣伝費 -                   50                  50                  広告費

　　通信運搬費 425                75                  500                電話料他

　　図書印刷費 298                52                  350                図書購読料・資料印刷費

　　消耗備品費 1,360              240                1,600              事務器リース料・事務消耗品費

（諸税負担金） ( 102) ( 4,108) ( 4,210)

　　公課金 -                   150                150                県民税・自動車税

　　負担金 102                3,958              4,060              関係団体負担金

（施設費） ( 1,955) ( 345) ( 2,300)

　　車輌経費 595                105                700                自動車経費

　　水道光熱費 340                60                  400                電気・水道料

　　賃借料 918                162                1,080              事務所・車庫・倉庫賃借料

　　衛生費 102                18                  120                事務所清掃料

（減価償却費） ( 1,132) ( 200) (1,332)

   車両運搬具減価償却費 906                160                1,066              車両運搬具減価償却

   ソフトウエア減価償却費 226                40                  266                ソフトウエア減価償却

（雑費） ( 533) ( 115) ( 648) 諸雑費

　経常費用計 497,864 10,705 508,569 

　　当期経常増減額 △ 1,177 △ 399 △ 1,576 

2 経常外増減の部

(1) 経常外収益 (0) ( 0) ( 0)

(2) 経常外費用 (0) (0) (0)

　当期経常外増減額 0 0 0 

　当期一般正味財産増減額 △ 1,177 △ 399 △ 1,576 

　一般正味財産期首残高 249,448 156,608 406,056 

　一般正味財産期末残高 248,271 156,209 404,480 

Ⅱ　投資活動収支の部指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0 

　指定正味財産期首残高 0 0 0 

　指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ　正味財産期末残高 248,271 156,209 404,480 
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令和６年度会費及び特別賦課金の徴収について 

 

１．法人会計会費の賦課・徴収方法 

令和６年度の法人会計の会費の賦課は、この法人の事業活動に経常的に生じる

費用に充てるため、一会員 50,000 円の均等割りと放流規模割りを合わせて賦課

することとしたいので決定願いたい。 

（1）会費の賦課額  10,301,000 円（別紙のとおり） 

（2）徴収の期 限  令和６年７月 31 日 

（3）徴 収 方 法  預金振込とする 

 

２．増殖事業費に対する特別賦課金の賦課・徴収期間及び徴収方法 

さけを漁獲する正会員及び賛助会員に対し、さけの漁獲高に対して、次のとお

り特別賦課金を賦課する。 

（1）漁業別の賦課率及び徴収期間 

漁 業 区 分 賦 課 率 徴 収 期 間 

大 型 定 置 漁獲高の７％ 令和６年８月１日～令和７年２月末日 

小 型 定 置 漁獲高の７％ 令和６年８月１日～令和７年２月末日 

磯建(たが網含む) 漁獲高の７％ 令和６年８月１日～令和７年２月末日 

は え な わ 漁獲高の７％ 令和６年８月１日～令和７年２月末日 

（注）漁獲高は消費税抜とする  
 

（2）徴収方法 

① 正会員及び賛助会員と賦課金天引委任契約を結び、所属の魚市場及び漁

協に徴収を依頼する。 

② 他港魚市場への水揚げ分は、当該魚市場及び漁協相互に確認のうえ、徴

収することとする。 
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第３号議案　令和６年度会費及び特別賦課金徴収の件



均等割 計

A R5稚魚購入額 賦課率(％) 賦課額 B Ｃ＝（A＋B）

1 洋野町漁協他1 50,000 3,430,000 2.1871 75,000 125,000

2 洋野町漁協 50,000 50,000

3 小子内浜漁協 50,000 50,000

4 久慈市漁協 50,000 50,000

5 久慈川漁協 50,000 50,000

6 野田村漁協 50,000 50,000

7 下安家漁協 50,000 68,850,000 1,505,000 1,555,000

8 普代村漁協 50,000 3,833,000 84,000 134,000

9 田野畑村漁協 50,000 5,396,000 118,000 168,000

10 小本浜漁協 50,000 15,537,000 340,000 390,000

11 田老町漁協 50,000 35,967,000 787,000 837,000

12 宮古漁協 50,000 76,172,000 1,666,000 1,717,000

13 重茂漁協 50,000 3,878,000 85,000 135,000

14 三陸やまだ漁協 50,000 4,656,000 102,000 152,000

15 船越湾漁協 50,000 50,000

16 新おおつち漁協 50,000 4,620,000 101,000 151,000

17 釜石東部漁協 50,000 4,620,000 101,000 151,000

18 釜石湾漁協 50,000 40,137,000 878,000 928,000

19 唐丹町漁協 50,000 4,620,000 101,000 151,000

20 吉浜漁協 50,000 4,393,000 96,000 146,000

21 越喜来漁協 50,000 50,000

22 綾里漁協 50,000 50,000

23 盛川漁協 50,000 11,928,000 261,000 311,000

24 大船渡市漁協 50,000 50,000

25 広田湾漁協 50,000 57,171,000 1,250,000 1,300,000

26 北上川増協 50,000 50,000

小計 1,300,000 345,208,000 7,550,000 8,851,000

27 定置漁業協会 50,000 50,000

28 県沿岸組合 50,000 50,000

29 県漁連 50,000 50,000

30 東日本信漁連 50,000 50,000

31 県共済組合 50,000 50,000

32 日本漁船保険岩手 50,000 50,000

33 全国漁信基岩手 50,000 50,000

34 共水連岩手 50,000 50,000

35 山田漁連 50,000 50,000

36 釜石市漁連 50,000 50,000

37 山丸定置 50,000 50,000

38 山田定置 50,000 50,000

39 山一定置 50,000 50,000

40 織笠定置 50,000 50,000

41 沖の沢定置 50,000 50,000

42 佐々木生産組合 50,000 50,000

43 萬漁業 50,000 50,000

44 洋野町 50,000 50,000

45 久慈市 50,000 50,000

46 野田村 50,000 50,000

47 普代村 50,000 50,000

48 田野畑村 50,000 50,000

49 岩泉町 50,000 50,000

50 宮古市 50,000 50,000

51 山田町 50,000 50,000

52 大槌町 50,000 50,000

53 釜石市 50,000 50,000

54 大船渡市 50,000 50,000

55 陸前高田市 50,000 50,000

小計 1,450,000 1,450,000

55会員 2,750,000 345,208,000 2.1871 7,550,000 10,301,000

令和６年度会員別賦課額

No 会員名
放流規模割賦課額
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令和６年度理事及び監事の年報酬支給について 

 

令和６年度における会長理事、専務理事及び員外監事に対する報酬額を「役

員報酬支給規程 第４条」で定める報酬等支給基準により、職務執行の対価とし

て下記のとおり支給することに決定願いたい。 

記 

会長理事 年額 600 千円 

専務理事 年額 3,600 千円 

員外監事 年額 600 千円 

総額  4,800 千円 

 

 

 

 

令和６年度における資金運用預金の預入先決定について 

 

令和６年度における資金運用の預入先は下記金融機関といたしたいので決定

願いたい。 

記 

１．東日本信用漁業協同組合連合会 岩手支店 
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第４号議案　令和６年度理事及び監事の年報酬額決定の件

第５号議案　令和６年度における資金運用預金の預入先決定の件
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